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１．はじめに 

従来、建築基準法では、学校等を３階建てとする

場合、防火上の観点から、柱や梁などの主要構造部

を耐火構造とした耐火建築物とすることを義務付け

ており、延べ面積が3000m2を超える木造建築物の主

要構造部も耐火構造が求められていた。しかし、こ

れらの規制に関し、「規制・制度改革に係る対処方

針」（平成22 年6月18日閣議決定）では、研究成果

を踏まえた見直しが要請され、「公共建築物等にお

ける木材利用の促進に関する法律」（平成22年10月

施行）では、規制の見直しを受け、公共建築物の積

極的な木造化の促進が規定された。 

国総研では、国土交通省の補助事業の実施主体（早

稲田大学他4団体）及び（独）建築研究所と連携し、

木造３階建て学校の建設を可能にするため、平成23

年度以降、２回の実大火災実験、一連の教室規模の

火災実験等を行い、建築基準法の見直しに必要な技

術的知見を収集してきた。これを踏まえ、木造３階

建て学校の３回目の実大火災実験（本実験）を実施

した。 

２．木造３階建て学校の実大火災実験（本実験） 

木造３階建て学校の主要構造部は、木材に一定の

防火措置を講じた準耐火構造とした。建物規模は、

長さ24m、奥行き12m、高さ15mの３階建て、建築面積

約310 m2、延べ面積約850 m2の軸組工法とし、延焼

評価用建物を防火壁で区画して設けた（図参照）。

防火壁の外壁面からの出寸法は50cmとし、内部の防

火扉は鉄製の特定防火設備とした。軸組工法部は、

桁行方向は8mスパンの集成材による一方向ラーメン

構造、梁間方向は4mスパンの耐力壁構造とした。バ

ルコニー、ひさしは設けず、教室の壁は木材とした

が、天井は準不燃材料を用いた。 

実験は平成25年10月20日に実施した。１階職員室

内で点火してスタートした。教室内の天井を燃えに

くくすることで火災初期の延焼拡大を抑制できた。

また、１階、２階ともに、柱や梁は60分以上の強い

火熱を受けながらも建物は倒壊せず、防火壁を越え

た延焼も見られなかった（写真参照）。避難、消防

活動、周囲に与える熱的影響等に関しても、支障の

ないことを確認した。 

図 試験体概要 

写真 火災の様子 

３．建築基準法改正 

これらの結果を基に、国総研に設けられた建築防

火基準委員会における技術原案策定のための検討を

経て、建築基準法第21条第2項及び第27条の改正を含

む一部改正法が平成26年6月に公布された。具体的な

技術的基準を定めた政令や関連告示の策定、公布も 

進められ、改正基準は平成27年6月より施行される予

定である。 
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１．はじめに 

我が国のトラック輸送はトンベースで約9割の貨

物量を占めており、経済の要である。しかし、安全

管理やドライバー不足などの課題があり、物流支援

の必要性が高まっている。当研究室では、ITSスポッ

トから収集する道路プローブデータを活用した物流

支援サービスの研究開発を進めている。また、2012

年9月から「ITSスポット共通基盤を活用した産学官

連携サービス開発に関する共同研究」（以下、官民

共同研究）を実施してきた。本稿では、官民共同研

究で構築したETC2.0プラットフォームによる官民連

携物流支援システムを紹介する。 

２．ETC2.0プラットフォーム 

ETC2.0プラットフォームとは、道路に設置した路

側機の近くを車両が通過した時に、ETC2.0対応車載

器が記録する走行履歴等の道路プローブデータをプ

ローブサーバに収集する基盤システムである（図1）。 

 

図1 ETC2.0プラットフォーム 

３．官民連携物流支援システム 

官民共同研究の目的は、個別車両を特定した道路

プローブデータ（特定プローブデータ1)）を活用し

た物流支援サービスの実用化促進と、道路行政とし

て道路管理効率化・高度化を図ることである。 

図2にETC2.0プラットフォームを活用した官民連

携物流支援システムを示す。官が収集する特定プロ

ーブデータは、全国高速道路上の約1,600個所に設置

したITSスポットからプローブデータ共用システム

に収集される。物流事業者の配送拠点、配送先周辺

の特定プローブデータは民が配送拠点等に設置した

簡易なITSスポットから物流事業者サーバに収集さ

れる。官民共同研究では、官民間の通信インタフェ

ース仕様を策定し、官民各々で収集できない部分の

特定プローブデータをオンラインで共有した。 

 

図2 官民連携物流支援システム 

これにより、官と民は双方でより広い範囲での物

流車両の動きが把握できる。また、物流事業者にと

っては、車両運行管理、配送効率向上、安全運転支

援、エコドライブ支援などが期待される（表）。 

表 物流効率化支援サービス

 

４．おわりに 

2015年度から全国規模での物流支援の社会実験を実

施予定である。今後は技術面のみならず、制度面・

運用面でのルールづくり等の検討を進めていく。 
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